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3 期目習近平政権，景気減速のなかで新陣営発足

内
ない

藤
とう

　寛
ひろ

子
こ

・丁
てい

　 可
か

概　　況
　2023年の中国は，経済の低迷や台湾をめぐる安全保障の緊迫化，ウクライナ戦
争やガザ紛争など内政，外交の両面で難しい課題に直面した。国内政治は， 3 月
に開催された第14期全国人民代表大会で第 3 期習近平政権の陣営および各々の役
割が徐々に明らかとなった。ただ，災害対応の遅れや相次ぐ高級幹部の汚職摘発
など，新陣営にとって波乱の幕開けとなった。
　経済では，政府目標の ₅ ％以上の成長率を達成したものの，期待どおりの V

字回復がみられなかった。不動産市場の低迷が続き，地方財政は一層，悪化した。
強まるデフレの傾向は，少子高齢化の問題と相まって，中国経済の「日本化」へ
の懸念を高めた。その一方で，産業高度化は進展し続けた。自動車輸出台数は世
界の首位に躍り出て，電気自動車や車載電池のような製造業のみならず，イン
ターネット産業など，非製造業でも積極的な海外進出が始まった。
　対外関係では，米国や日本に対する強硬姿勢は依然として変化がない一方で，
グローバルサウスと呼ばれる諸国への積極的な外交を展開してきた。中国の仲介
によって，サウジアラビアとイランの国交が回復したことを背景に，ウクライナ
戦争における「仲介者」としての中国の役割に国際社会の期待が集まっている。
また，中国は多国間枠組みのなかでロシアとの緊密な関係性を保持するよう努め
るなど，一定の距離を保っている。

国 内 政 治

集権力を強化しつつ保守的な経済目標を掲げた全人代
　長引く米中対立やゼロコロナ政策によって停滞した経済をどのように立て直す
のか，第 3 期習近平政権は厳しい課題に直面している。 3 月 ₅ 日から13日にかけ

2023年の中国

https://doi.org/10.24765/asiadoukou.2024.0_97
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て，第14期全国人民代表大会（全人代）第 1 回会議が開催された。李克強国務院総
理（当時）は政府活動報告を行い，2022年および過去 ₅ 年間の活動内容を回顧する
とともに，2023年の活動の重点について説明した。経済分野に関する取り組みと
して，内需拡大や産業の高度化，企業の発展促進，外資誘致などの ₈ 項目が取り
上げられた。米中対立が先鋭化し，米国の対中制裁も強化されるなかで，実質国
内総生産の成長率目標は ₅ ％前後とやや控えめであった。保守的な経済目標を掲
げる一方で，米国からテスラのイーロン・マスクやアップルのティム・クックが
3 月以降数回にわたり訪中し中国政府関係者と会談しているだけでなく， ₆ 月16
日にはマイクロソフト共同創業者のビル・ゲイツも習近平党書記と面会している。
米中経済のデカップリングを是正し，リスク低減化を目指す中国政府と米国企業
の水面下の動きがみられている。
　また，国防や外交については，台湾をめぐる安全保障環境や中国の海洋進出な
ど国際社会からの懸念が高まるなかで，全人代で軍備増強を進める姿勢を示した。
特に台湾については「両岸関係の平和的発展と祖国の平和的統一への道を歩む」
と強調し，統一を目指す姿勢を改めて示している。国防予算も 1 兆5537億元とな
り例年通り増加傾向にある。台湾をめぐる安全保障の問題がより深刻化するなか
で，中国政府は国防をとりわけ重視していることがわかる。
　全人代では，大方の見方どおり李強が国務院総理に就任することが決まった。
副首相経験者から総理を選出するという慣例があるとされていたが，李強は副首
相を経験しておらず，この慣例は適用されなかった。また，李強は上海市党委員
会書記であった際に新型コロナウイルス感染症対応で失策したとの評価もある。
それにもかかわらず国務院総理に就任したということは，習近平からの厚い信頼
を得ている証拠であろう。
　そして，副総理に就任した ₄ 人のなかで政治局常務委員会委員である丁薛祥が
筆頭副総理となった。また，その他 3 人の副首相については，何立峰が経済政策
全般や対米貿易関係，張国清が国防や治安，そして劉国中が科学技術分野を担当
する見通しが強まっている。何立峰が10月29日と11月 ₆ 日にそれぞれ党中央財経
委員会弁公室主任および党中央金融委員会弁公室主任に就任したことがわかった
ように，今後副首相それぞれの役割についても次第に明らかになっていくだろう。

党政軍幹部（「トラ」）の取り締まり強化
　人民解放軍内で幹部の取り締まりが大規模に実施された。 ₇ 月31日の新華社通
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信によると，習近平党中央軍事委員会主席は，ロケット軍の司令官と政治委員に
海軍副司令官であった王厚斌と西南戦区空軍政治委員であった徐西盛を任命した。
これにより，前任の李玉超と徐忠波は解任された。解任理由は定かではないが，
後任人事が海軍や空軍といった他の軍種から選ばれていることから，軍種ごとの
閉鎖性に起因する不正や汚職からの断絶を目指していたと推察する。12月29日に
開催された第14期全国人民代表大会（全人代）常務委員会（常務委）第 ₇ 回会議では，
李玉超を含む ₉ 人の軍幹部が全人代代表を解任された。
　また，国防部部長の李尚福も ₈ 月29日に開催された「中国・アフリカ平和安全
保障フォーラム」に出席して以降，消息が途絶えた。李尚福はサイバーや宇宙と
いった領域を専門とする戦略支援部隊の副司令官を務め，習近平によって国防部
部長に抜擢された人物であった。 3 月12日に開催された第14期全人代第 1 回会議
内の第 ₅ 回全体会議で選出されたばかりであったが，10月24日の第14期全人代常
務委第 ₆ 回会議では，国防部部長および国務委員のポストからの解任が決定した。
同時に，国家中央軍事委員会委員からも解任された。李尚福の前任であった魏鳳
和も国防部部長退任以降，動静が途絶えていることから，汚職関連の調査対象と
なっている可能性が高い。李尚福の後任には，海軍司令官を歴任した董軍が任命
されている。
　さらに，前年末に外交部部長に任命されたばかりの秦剛も，就任からわずか ₇
カ月後の ₇ 月25日に開催された第14期全人代常務委第 ₄ 回会議で，同部長の職が
解かれた。そもそも秦剛は56歳という若さで外交部部長に就任しただけでなく，
異例の早さで国務委員となったこともあり，注目を集めていた。しかし国務委員
の職も10月24日の第14期全人代常務委第 ₆ 回会議で剥奪され，消息も不明である。
この解任をめぐって，女性問題や健康問題，機密情報の漏洩などの可能性が報道
されているが，その理由は依然として明らかになっていない。後任には前任者の
王毅が任命されたが，中国共産党の慣例である「68歳定年」をすでに超えている
ことから過渡的な措置であると考えられる。
　汚職の疑いで拘束されている幹部高官は40人以上に上るとされ，習近平政権が
反腐敗闘争を宣言した2013年以降最多であったという。また，2024年 1 月 ₈ 日に
開催された党中央紀律検査委員会全体会議のコミュニケは「反腐敗闘争を引き続
き推進し，隠れたリスクを断固一掃する」と明記したことから，今後も「トラ」
たたきは継続することが予想される。
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法に基づく国家安全保障の取り組み強化
　習近平政権は治安や国防に関連する法律の修改正を行い，国家安全保障の取り
組みをさらに強化した。2023年 ₅ 月30日，中国共産党第20回全国代表大会後初と
なる第20期中央国家安全委員会第 1 回会議が開催された。本会議を主宰した習近
平党書記以外に，党中央政治局常務委員の李強，趙楽際，蔡奇が参加しており，
同委員会のメンバーであることがわかった。会議では「第20回党大会の決定・手
配を貫徹，実施し」，「国家安全保障法治づくりの推進などの取り組みを確実に進
めなければならない」と強調された。
　その一環として， ₄ 月26日，第14期全人代常務委第 2 回会議において，反スパ
イ法の改正案が可決し， ₇ 月 1 日からの施行が決定した。改正案は取り締まりの
対象として，「国家の秘密や情報」だけでなく，「国家の安全と利益に関わる文書，
データ，資料，物品」の窃取や提供へと定義が拡大した。さらに，スパイ行為と
して，国家機関や重要な情報インフラへのサイバー攻撃などの行為も含めた。
　そして国家安全部は，国内の活動家のみならず外資系企業などのスパイ行為へ
の警戒を強めている。 2 月21日に『光明日報』元論説部副主任の董郁玉は，日本
大使館員との会食後に拘束され， 3 月23日にスパイ容疑で起訴された。日本人外
交官も一時，身柄を拘束されていた。また，同月25日にはアステラス製薬の中国
現地法人の日本人幹部もスパイ容疑で身柄を拘束されていることがわかった。日
本政府は中国側に早期解放を求めているものの進展はみられていない。反スパイ
法に基づいたスパイ容疑の摘発は国内外の対象を問わず，今後も増加するだろう。
　また， ₆ 月28日の第14期全人代常務委第 3 回会議において中国対外関係法が可
決した。同法第33条には，「中国の主権，安全保障，発展の利益に危害を加えた
行為に対し，相当の措置をとる」と書かれている。これは，米国などによる制裁
に対する対抗措置をとるための法的根拠となり得る。このような中国の諸外国に
対する法に基づく対抗姿勢は引き続き強化されるだろう。

「台湾の平和的な統一」を強調
　中国共産党は台湾の総統，立法委員選挙に向けて，国民党を中心とする野党と
の繋がりを積極的に構築するとともに，「台湾の平和的な統一」を主張し続けた。
2 月 ₈ 日から17日にかけて，夏立言国民党副主席一行が訪中し，宋濤中国共産党
中央台湾工作弁公室主任や政治局常務委員の王滬寧らと会見を行った。宋，王両
名とも，「92共通認識（コンセンサス）」の堅持と「台湾独立」反対が国共両党の
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政治的基礎であると強調した。 3 月27日から ₄ 月 ₇ 日にかけて訪中した馬英九前
台湾総統も宋濤と会見したが，馬は「92共通認識」を共通の政治的基礎として大
切にしなければならないと指摘する一方で，「台湾独立」反対については，「交流
を再開し，戦争を避け，平和を図らなければならない」と述べるにとどまった。
　 ₅ 月 ₉ ，10日には，2023年対台湾工作会議が北京で開かれ，王滬寧が出席し，
演説した。その際にも「92共通認識」の堅持は強調されている。一方で，「台湾
独立」反対について，王は「『台湾独立』分離活動と外部勢力の干渉に断固反対
し，国の主権と領土保全を断固守らなければならない」と言及し，台湾と諸外国
との関係が緊密化することへの危惧を示した。このような発言は，台湾総統の蔡
英文が台湾と国交のあるグアテマラ訪問前後にニューヨーク（ 3 月29～31日）とカ
リフォルニア（ ₄ 月 ₄ ～ ₆ 日）にトランジットとして訪問したことが影響している。
この訪問後，中国の外交部は台湾駐米台北経済文化代表処代表の蕭美琴と蔡英文
が訪問したロナルド・レーガン大統領記念図書館に対して制裁を科したことを明
らかにした。台湾をめぐる安全保障を占うとされる台湾の総統，立法委員選挙や
米国の大統領選挙を控え，中国大陸側も神経を尖らせていることがうかがえる。
　その後も，総統選での野党候補者の一本化をめぐり台湾政局が揺れ動くなかで，
宋濤は頻繁に夏立言と会見するとともに（ ₆ 月 ₈ 日， ₈ 月30日），頼清徳がパラグ
アイ大統領就任式出席の際に米国に立ち寄るといった民進党と米国の接近には，
中国共産党中央台湾弁公室が談話を発表するなど強い警戒感を示した。 ₇ 月 ₇ 日
に習近平党中央軍事委員会主席が台湾を管轄とする東部戦区を視察し，戦いに勝
つ能力の向上を加速させるよう指示し，安全保障への取り組みを強化している。
　このように中国共産党が国民党への接近と民進党への警戒を強めるなかで，
2024年 1 月13日に総統選および立法委員選挙が行われた。与党の民進党の頼清徳
が得票率約40％で勝利し，引き続き民進党が政権を担うことになった。しかし，
立法院で民進党は過半数の議席は獲得できず，少数与党として野党との協力に基
づいた政権運営を行うことになる。中国共産党はこのような台湾の内政および諸
外国との関係に注視しつつ，引き続き「台湾の平和的な統一」を主張していくこ
とになるだろう。

出遅れた災害対応
　 ₇ 月末から ₈ 月頭にかけて，台風 ₅ 号（トクスリ）の影響で北京市や河北省を中
心に集中豪雨が発生し，未曾有の洪水や地質災害を引き起こした。 ₈ 月 1 日に習
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近平党書記は洪水対策と救援活動に関する重要指示を出し，「人々の生命と財産
の安全，そして社会全体の安定を確保するために全力を挙げる」よう強調した。
しかし， ₅ 日に張国清国務院副総理が習近平の命を受けて天津市に派遣され，水
防や災害救助の取り組みを指導したのみで，政治局常務委員級の指導幹部による
現地訪問は行われなかった。胡錦濤政権下の2008年に発生した四川大地震の際に
は，地震発生 2 時間後に温家宝国務院総理（当時）が現地に向かっている。これと
比較すると，今回の災害対応は出遅れている。習近平が政治局常務委員会議を開
催し，水害対策や救援，災害復旧の取り組みの検討を手配したのも ₈ 月17日であ
り，緊急を要する災害対応としては遅いと言わざるを得ない。
　また，今回の災害は人災の側面もあったものとみられる。首都第 2 空港の北京
大興国際空港や習近平の肝いりの新都市建設プロジェクトである「雄安新区」を
水害から守ることを国務院水利部は厳命しており，本来なら遊水地であったはず
の地域を使うことができず，その代わりに別の地域が犠牲となった。実際には，
雄安新区には住民がほとんどいないようで，廃墟が立ち並んでいる。ゴーストタ
ウンと化している習近平の肝いりのプロジェクト地域を守るために近隣地域に住
む多くの住民が犠牲となった。
　習近平が北京市と河北省の被災地を訪れたのは，災害発生から 3 カ月後の11月
上旬であった。黒竜江省尚志市の被災地には ₉ 月 ₇ 日に同省視察の一環として訪
れており，復旧復興の取り組みと被災者の生活保障の問題を気にかけている旨言
及した。北京市と河北省の被災地を訪問した際には，治水対策の重要性や重点水
利施設の建設強化を掲げ，被災地の復旧や再建などに 1 兆元の国債を増発するこ
とを決定した。習近平の肝いりプロジェクトを推し進めながらも，大規模な災害
を二度と発生させないよう万全の体制を整えようとする姿勢がみられた。

（内藤）

経 済

期待されたV字回復は達成できず
　2023年の名目国内総生産（GDP）は126兆582億元，経済成長率（実質）は5.2％に
達しており，政府目標の ₅ ％を0.2ポイント上回った。しかし，為替レートの変
動によりドル建ての名目 GDP の世界シェアは，2021年ピーク時の18.3％から1.4
ポイント下がり，16.9％に縮まった（『日本経済新聞』推計，2024年 1 月17日）。
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四半期ごとの成長率をみると， 1 ～ 3 月はロックダウン解禁後の混乱もあり，
4.5％という低水準からスタートした。コロナの影響がほぼ消えた ₄ ～ ₆ 月は一旦，
6.3％へ上昇したものの， ₇ ～ ₉ 月は4.9％，10～12月は5.2％にとどまり，期待さ
れた V 字回復はみられなかった。
　業種別にみると，第一次産業の付加価値額は前年比4.1％増の ₈ 兆9755億元，
第二次産業の付加価値額は4.7％増の48兆2589億元であった。一方で，第三次産
業の付加価値額は前年比5.8％増の68兆8238億元に達しており，コロナ後，急速
に回復するサービス業が経済成長をけん引する形となった。
　消費はある程度，回復した。個人消費の指標である社会消費財小売総額は47兆
1495億元で，前年比7.2％増加した。うち商品の売上は前年比5.8％増の41兆8605
億元，飲食業の収入は ₅ 兆2890億元で20.4％の大幅増となった。しかし，消費回
復の大部分はコロナ後の反動によるものであった。個人の消費意欲は依然として
低く，消費者信頼感指数は年間を通じて100以下で推移していた（後述）。
　投資についてみると，固定資産投資は前年比 3 ％増の50兆3036億元にとどまっ
た。インフラ投資，製造業投資およびハイテク投資はそれぞれ5.9％増，6.5％増，
10.3％増で比較的好調であった。しかし，低迷が続く不動産業では投資が9.6％も
減少し，そのしわ寄せを受けて，民間投資全体は0.4％減となった。
　貿易は，世界的に伸び悩んでいるなかで輸出入とも低調であった。輸出は23兆
7726億元（前年比0.6％増），輸入は17兆9842億元（同0.3％減）と，いずれも低水準
にとどまった。ただ，産業構造の高度化を反映して，輸出の構造は大きく変化し
た。輸出の上位 3 品目は，従来のアパレル，家具，家電から，電気自動車（EV，
中国語で「電動汽車」もしくは「新能源汽車」），リチウム電池，太陽光発電関連
製品に切り替わった。2023年，これら「新三種」（中国語で「新三様」）による輸
出額は前年比29.9％増の 1 兆600億元に達した。特に好調な EV 輸出に後押しされ，
中国は日本を抜いて世界最大の自動車輸出国になった（後述）。
　全国都市部調査失業率の平均値は5.2％で，前年比0.4ポイント下がった。しか
し，16～24歳の若年層の失業率は， 1 月の17.3％から上昇し続け， ₆ 月には
21.3％を記録した。これは主要国のなかで最も高い数字である。中国政府はその
後，同数字の発表を一時停止したが，年明けに在校生のデータを除いた12月の若
年層失業率を公表した。調整後の数字は14.9％となっており，ある程度改善した
とはいえ，若年層の失業問題が依然として深刻であることに変わりはなかった。
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低迷が続く不動産市場
　中国政府は2020年に不動産企業に対する融資管理の強化を図る，「三つのレッ
ドライン」とよばれる引き締め策を打ち出した。このことを契機に，不動産の市
況は悪化の一途をたどっていた。2023年に入り，不動産市場の活性化を図るべく，
政府はついに規制緩和に踏み切った。 ₈ 月に人民銀行と金融管理監督総局は 1 軒
目と 2 軒目の住宅ローンの最低頭金比率の引き下げを発表した。 1 軒目について
は従来の20～30％から20％へ， 2 軒目は30～80％から一律30％に引き下げること
が決定した。そして， ₈ 月から ₉ 月にかけて北京，上海，広州，深圳という ₄ つ
の一級都市では，該当する都市での住宅の購入がなければ 1 軒目の購入とみなす，
という 1 軒目住宅の認定基準を大幅に緩和する決定が発表された。一級都市以外
では， ₉ 月までに11都市（瀋陽，南京，無錫，武漢，大連，済南，福州，鄭州，
蘭州，青島，合肥）において住宅購入制限が全面的に撤廃された。
　しかし，不動産市場の低迷状況は一向に改善しなかった。不動産開発投資と商
品住宅販売面積（ 1 月から当該月までの合計値で計算）の成長率（前年同期比）はい
ずれも減少し続けており，12月にはそれぞれ－9.6％と－8.5％の年間最低水準に
落ち込んだ。不動産の販売価格についてみると，全国70主要都市のうち，新築商
品住宅の価格が前月比下落した都市の数は 1 月の33都市から12月には62都市へほ
ぼ倍増した。中古住宅にいたっては，年初の57都市から12月には全70都市へ拡大
した。ただ，中国政府は不動産バブルが崩壊しないよう，新築住宅の販売価格を
制限するなど，さまざまな対策をとっている。よって，2015年 2 月以来の最大の
下げ幅を記録した2023年12月でも，70都市の平均販売価格は前月比わずか0.45％
の下落にとどまった。
　不動産不況の結果，多くの不動産デベロッパーが債務返済不能の危機的状況に
陥った。不動産最大手の恒大集団は，2021年に早くもデフォルトを宣言し，2023
年 ₈ 月に米国で連邦破産法第15条を申請した。 2 位の碧桂園も，2023年 ₈ 月に一
部の社債の利払いが期日までにできなかった。なお，この 2 社とも巨額の負債を
抱えており，2022年末時点で恒大の負債総額は 2 兆4000億元，碧桂園は 1 兆4000
億元に上っていた。IMF が財務諸表をもとに，中国不動産企業の負債状況を分
析したところ，2023年時点で債務超過，実質債務超過，もしくは経営危機に陥っ
たデベロッパーは全体の29.7％に上っている，との試算結果を出している。
　中国の不動産業界では，全額の前受金を受け取ってから建築に着手するのが一
般的である。デベロッパーが経営危機に陥ったため，住宅の建設が滞り，住宅
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ローンを返済し続けているにもかかわらず入居できない消費者が大量に発生して
しまった。そこで，中国政府は2022年 ₇ 月に「保交楼」（不動産の引き渡し保証）
と呼ばれる政策を推進し始めた。これを受けて，人民銀行等は2023年 ₇ 月までに
合計5500億元に上る「保交楼」特別貸付金を投入した。その結果，年末までに

「保交楼」関係の350万軒の住宅のうち，76％を占める268万軒が最終的に引き渡
されていた。

地方財政の悪化
　不動産市況の悪化は，中国の地方財政を直撃してしまった。中国では，土地譲
渡金収入（統計指標としては「国有土地使用権転売収入」）が地方政府の重要な財
源となっている。しかし，不動産市場の低迷により，土地譲渡金収入および関連
する地方政府の財政収入（地方一般公共予算収入＋地方政府性基金予算収入＋地
方国有資本経営予算収入）とも減少し始めた。前者は2021年のピーク時の ₈ 兆
7051億元から，2023年の ₅ 兆7996億元に減少し，後者は20兆8186億元から18兆
7985億元に減少した。民生証券のデータによると，2023年第 3 四半期までに，土
地譲渡金収入が前年比増加したのは天津，寧夏，江蘇，北京，浙江の ₅ 地域だけ
であった。土地譲渡金収入が減少した地域では，甘粛，新疆，福建，湖北，山東，

経営危機に陥る中国不動産大手・碧桂園（2023年 ₈ 月17日，写真：AP/アフロ）
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湖南，安徽，陝西の下げ幅が40％を超えていた。こうした深刻な財政状況のなか
で，経済後進地域の多くでは，実質的な財政破綻が発生し，公務員賃金の減給や
滞納，公共バスの運営停止など，財政難に由来する問題が多発した。
　財政収入の減少と同時に，地方債務は膨らむ一方であった。中国の政府債務の
GDP に占める比率は日本や米国など，主要国と比べ高くないものの，地方債務
の政府債務に占める割合は突出して高い。IMF の2022年の推計によると，中国
の政府債務対 GDP 比率は2018年の80％から2023年には121％へ急増する見込みで
ある。そのうち，中央政府債務の比率はわずか23％に過ぎない。それに対して，
地方政府の直接債務比率は32％，地方政府が資金調達するために創設した「融資
平台」と呼ばれる企業の負債比率は53％にも上っている。なお，残りの13％は政
府系投資ファンドによる負債である。
　地方財政の収支圧力を軽減するために，中央政府は10月以降， 2 つの対策を
とった。まず，20以上の省市による 1 兆3000億元超の特別再融資債券の発行を認
めた。その一方で，中央政府は第 ₄ 四半期に地方での災害救援と防災活動を目的
とする 1 兆元の特別国債を増発した。今回の特別国債の発行は，1998年のアジア
金融危機，2008年のグローバル金融危機，そして2020年のコロナ対策特別国債に
続く ₄ 回目となり，経済情勢の厳しさを如実に反映している。

中国経済の「日本化」への懸念
　不動産不況のもうひとつの影響は，消費や投資意欲を大きく抑制し，経済全体
のデフレ傾向を強めてしまったことである。中国では，住宅価格が高騰していた
ため，もとより家計債務の対可処分所得比が高い水準にあった。例えば，2023年
上半期，中国の同数字が148.6％であるのに対して米国，日本，EU はそれぞれ
113.8％，94.6％，87.9％となっている。その一方で中古不動産価格の下落に伴い，
消費者が所有する資産の価値は大きく下がった。高い負債と資産価値の下落があ
いまって，消費マインドは冷え込んでしまった。2023年の消費者信頼感指数は，
1 月の91.2から 3 月に一旦94.9へ上昇したものの，その後90以下で推移し続けて
おり，12月になっても87.6の低水準のままだった。
　消費意欲の低下を受けて，企業も投資活動を躊躇するようになった。製造業の
新規受注や生産，雇用の状況を示す製造業購買担当者指数（PMI）の数値は， 1 ，
2 ， 3 ， ₉ 月を除いて，すべて50より低い水準で推移しており，景況の悪化を示
している。中国物流情報センターのデータによると，11月時点で需要不足を訴え
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た企業の割合は全体の60.6％に達していた。
　消費と投資の鈍化を受けて，物価はデフレの兆しをみせるようになった。世界
中がハイパーインフレーションに見舞われていたなか，中国の消費者物価指数

（CPI）は2023年，わずか0.2％しか上昇せず，変動幅が大きい食品とエネルギー価
格を除いた CPI も0.7％の上昇にとどまった。食品価格のうち，豚肉と生鮮野菜
はそれぞれ13.6％，2.6％下落した。一方で，生産者物価指数（PPI）は 3 ％下落した。
　このような不動産不況に端を発する経済全体のデフレ傾向の強まりは，バブル
崩壊後の日本経済の展開を連想させ，中国社会では，長期的に中国経済が「日本
化」してしまうのでは，との懸念が高まった。少子高齢化が進む人口構造もこの
ような懸念を助長した。2023年末時点で，中国の人口は14億967万人となってお
り，前年比208万人減少した。年齢構成についてみると，16～59歳の生産年齢人
口の占める比率は，前年の62％から61.3％へ減少したのに対して，60歳以上の高
齢者人口の比率は19.8％から21.1％へ上昇した。
　ただ，1990年代の日本と比較すると，中国経済は多くの側面において異なる様
相を呈しているのも事実である。データが得られる2022年の状況についてみると，
1 人当たり国民総所得（GNI）は 1 万2800ドルに達していたものの，依然として高
所得国（基準値は 1 万3800ドル）入りが果たせていない。都市化比率も65.2％で，
₈ 割以上の先進国と比べて差が大きい。このように，不動産不況，デフレ，少子
高齢化といった課題を抱えながらも，中国経済は1990年代の日本と異なる道を歩
む可能性が高い。
　とはいえ，目先の厳しい経済情勢に対して景気対策をとり消費者や投資家の自
信を取り戻すことが，喫緊の課題となった。これに関して，中国政府は夏に民間
企業を支援する政策を連発した。 ₇ 月19日，民間企業の振興を図るため，「中共
中央と国務院による民営経済の発展と拡大の促進に関する意見」を発表した。こ
の政策方針の下で，発展改革委員会や最高裁，財政部，税務総局等はそれぞれ具
体的な支援策を発表した。 ₉ 月に，発展改革委員会の傘下に民間企業を専門に支
援する民営経済発展局も創設した。
　一方で金融政策としては，人民銀行が 3 月と ₉ 月に預金準備率をそれぞれ0.5
ポイント引き下げ， 1 兆元以上のマネーサプライを増やした。政治局は ₇ 月24日
の会議で「資本市場を活躍させ，投資家の自信を高める」とする明確な要求を打
ち出した。しかし，財政政策に関しては，2008年の金融危機時に実施した ₄ 兆元
投資の問題点への反省から，前述の「保交楼」特別貸付金と地方防災用の特別国
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債以外に，これといった対策はとらなかった。全体的に，2023年の景気対策が不
十分であったと内外で指摘されている。

世界一の自動車輸出国へ
　マクロ経済のパフォーマンスが低迷する一方，産業高度化は着実に進展し続け
ている。その象徴的な出来事は，中国の自動車輸出台数が前年比57％増の522万
台（中国税関統計）に上り，日本（442万台）を抜いて，世界最大の自動車輸出国に
なったことである。
　自動車輸出が急拡大する最大の要因として考えられるのは，EV の躍進である。
全522万台の輸出のうち，EV の輸出台数は前年比57％増の170万台となった。な
かでも，バッテリー式電動自動車（BEV）は全体の ₉ 割を占めていた。EV 輸出増
の説明要因として，中国政府による巨額の補助金支援がよく指摘される。しかし，
最もウェイトが高い消費者を対象とする補助金の支給は2022年末時点で終了した。
2023年の輸出拡大は，むしろ中国メーカーによる長年の研究開発活動の成果とし
て捉えるべきである。例えば，中国 EV 最大手の比亜迪（BYD）が開発した最新式
の「ブレードバッテリー」と呼ばれる車載電池では，電池コストを30％，部材の
使用量を40％削減したと同時に，電池の体積利用率を50％向上させた，と報告さ
れている。
　中国による怒涛の EV 輸出は，新たな貿易摩擦の種となった。中国製 BEV の
2023年 1 ～ ₈ 月の対 EU 輸出台数は前年同期比94％増の33万9000台に上っていた。
これを受けて，欧州委員会は10月に反補助金調査を開始した。市場歪曲的な補助
金により EU 域内の自動車メーカーが損害を被っていることが確認されれば，中
国製品に相殺関税が課されることになる。
　なお，中国製自動車の輸出拡大の背景に関して，以下の 2 点にも留意しておく
必要がある。まず，先進諸国による対ロシア制裁が輸出増に寄与していたことで
ある。日本やドイツ企業が現地市場から撤退した結果，2023年，中国による対ロ
シアの自動車輸出台数は前年比481％増の95万台，対前独立国家共同体（CIS）諸
国の輸出台数も135万台（412％増）に達していた。次に，自動車産業の国際化の主
流は，輸出よりも現地生産である。日本やドイツのような自動車大国と比べると，
中国メーカーの海外進出がまだまだ初期段階にあると指摘しなければならない。
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「出海」ブームの発生
　日本の経験が示すように，産業高度化の進展に伴い，企業の海外進出が活発化
する。2023年，中国でも「出海」と呼ばれる海外進出の大きなブームが起きてい
た。これら「出海」企業の多くは，国際競争力が高い新興産業に集中しており，
低賃金の追求よりも，当初から現地市場を開拓することに狙いがあった。
　まず製造業に関しては，EV メーカーの海外進出が相次いだ。矢野経済信息諮
尋のデータによると，2023年 1 ～ ₈ 月の中国 EV 企業による対外直接投資額は
224億4000万元に達しており， ₈ 月時点ですでに前年の171億9000万元を上回った。
進出先の上位 ₅ カ国はタイ（2023年 1 ～ ₈ 月の EV 投資全体に占めるシェアは
49.5％），ブラジル（20％），アルゼンチン（12.5％），チリ（ ₉ ％），メキシコ（6.5％）
の順となっており，新興市場とりわけラテンアメリカに集中していたことが特徴
的である。最大手の BYD は，2023年にタイ（年産15万台），ブラジル（15万台），
ウズベキスタン（ ₅ 万台）での生産拠点建設計画を発表した。
　車載電池メーカーによる海外進出も目立っている。同様に矢野経済信息諮尋の
データによると，2023年 ₈ 月まで，電池メーカーによる対外直接投資残高は3152
億元に上っており，2023年 1 ～ ₈ 月だけで947億元の投資が発表された。電池
メーカーによる直接投資の上位 ₅ カ国の内訳は，ハンガリー（2023年 ₈ 月までの
投資総額に占めるシェア，19％），米国（17％），ドイツ（13％），モロッコ（13％），
インドネシア（13％）となっている。EV 完成車と比べて電池メーカーの投資額が
より大きく，かつ先進国市場に偏重した布陣になっていることが見て取れる。
　非製造業企業については，一部のインターネット企業が現地市場で活躍し始め
た。例えば，格安オンラインショッピングモールの拼多多（PDD）傘下のテム（Temu）
社は，2022年 ₉ 月に米国市場に進出した。同社は本来の強みであるソーシャル機
能と電子商取引を融合させたビジネスモデルに加えて，1400万ドルの大金をかけ
て2023年の米スーパーボウル（Super Bowl）でスポット広告を放映するなど，現地
での販売促進活動に全力で取り組んだ。その結果，アップルアプリストアの発表
によると，2023年の米国上位無料 iPhone アプリ（Top Free iPhone Apps）ランキング
において，テムはインスタグラムやグーグル，ユーチューブ等の人気アプリを上
回り初めて首位に躍り出た。テムのユーザーによる 1 日当たりの使用時間は18分
でアマゾンの10分を上回った。また，月間利用者数も ₄ 億6700万人に上り，アマ
ゾンに次ぐ規模となった。2023年末，テムは北米，欧州，中東，東南アジア，ラ
テンアメリカの48カ国に拠点を開設しており，主要国をほぼカバーした。 （丁）
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対 外 関 係

対立基調の米中関係
　中国の偵察気球が米軍機によって追撃された事件や，台湾をめぐる安全保障で
米中の歩み寄りがみられないなど，米中関係は依然として緊張関係にある。 2 月
3 日に米国防総省報道官は，中国の偵察気球が米国内を飛行中であることを公表
した。同日夜に中国の外交部報道官は，「飛行船は民間用である」こと，「不可抗
力で米領空に入った」と主張した。王毅党中央外事工作委員会弁公室主任もアン
トニー・ブリンケン米国務長官との電話会談において偶発的事態であると強調し
たものの，同月 ₅ ， ₆ 日に計画をしていたブリンケンの訪中は延期となった。同
月 ₄ 日には，米軍が偵察気球を太平洋上の米国領海内で撃墜したことが明らかと
なり，中国側の態度は一層硬化した。国防部と外交部がそれぞれ談話と声明を発
表し，米国の過剰な反応であると抗議した。 ₅ 日には，謝鋒外交部副部長が駐中
国米国大使館責任者に厳重な申し入れを実施した。
　この一件により米中間の交流が停止していたものの， ₆ 月18，19日に延期され
ていたブリンケンの訪中が実現したことを契機として，実務レベルでの協議が
次々と行われるようになった。ブリンケンは，訪中の際に，秦剛外交部部長（当
時）だけでなく，王毅，さらに習近平国家主席とも会見を行った。習近平は「バ
リ島会談での共通認識を堅持し」，「中米関係の安定」を希望すると強調し，米中
の関係改善を目指した。その後， ₇ 月 ₆ から ₉ 日にジャネット・イエレン米財務
長官の訪中，同月13日にジャカルタで王毅とブリンケンの外相会談， ₈ 月29日の
ジーナ・レモンド米商務長官の訪中， ₉ 月に米中国防当局によるサイバー分野の
作業部会の開催など，実務レベルでの交流が積極的に行われている。
　このような実務レベルでの交流が積み重ねられるなかで，11月15日に米中首脳
会談がサンフランシスコで実現した。両首脳は人工知能（AI）に関する政府間対
話や，麻薬取締協力チームの設立などに合意した。また，2022年 ₈ 月のナン
シー・ペロシ米下院議長の訪台以降，中断していた米中軍高官対話を再開すると
ともに，国防相会談の実現も約束した。その他にも，気候変動の問題に対処する
ための協力強化やパレスチナ・イスラエルの衝突についても意見交換を行った。
　一方で，台湾問題では歩み寄りがみられなかった。習近平は「米国は『台湾独
立』を支持しないという態度表明を具体的行動で体現し，台湾武装を停止し，中
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国の平和統一を指示すべき」と主張した。そして，「中国は最終的に統一される，
統一は必然だ」と述べ，いかなる方法であれ，統一そのものは進める意思が習近
平にはあることを明確にした。今後，台湾での政局を踏まえ，米中の対立基調は
継続するだろう。

積極的に展開される中東外交
　中国はグローバルサウスとの繋がりを強化するなかで，特に中東地域への外交
を積極的に展開している。 3 月 ₆ ～10日にサウジアラビアのムサーイド・ビン・
ムハンマド・アル・アイバーン国務相兼国家安全保障顧問とイランのアリ・シャ
ムハニ最高安全保障委員会書記は，中国政府の仲介のもと北京で協議を行った。
10日には，サウジアラビアとイランが国交回復に合意し，中国を含む 3 カ国共同
声明が発表された。共同声明には，「習近平の積極的なイニシアチブがあった」
と明記された。域外国である中国が中東地域にある国家らの国交回復の仲介役を
担ったことは，世界の注目を集めた。
　このような仲介外交の成果を踏まえ，中国は，イスラエルやパレスチナの和平
交渉についても積極的な仲介を行う意向を示した。 ₄ 月17日に秦剛外交部部長

（当時）はイスラエルとパレスチナ双方の外相と電話会談を実施し，和平交渉再開
への期待を表明した。その後10月 ₈ 日にパレスチナ自治区ガザを実効支配するイ
スラーム原理主義組織ハマスがイスラエルを攻撃したことで武力衝突が発生した
際には，外交部報道官が「中国は常に，対話と交渉こそが問題解決の根本的な道
であると考えて」おり，「我々は両者に対して，できるだけ早く停戦し，事態の
さらなる悪化を避けるよう呼びかける」とコメントしている。
　中国は，多国間枠組みにも中東地域を引き入れようと積極的に試みている。 ₇
月 ₄ 日にインドのニューデリーからオンライン方式で開催された第23回上海協力
機構（SCO）首脳会議は，イランの加盟を正式に決定した。習近平国家主席は「外
部勢力が地域で『新冷戦』をあおり，陣営対抗をつくり出すことを高度に警戒」
しなければならないと言及し，SCO の中心的な役割を担うロシアとともに欧米
諸国をけん制する姿勢を示した。
　また，中国やロシアと関係が良好な国々との関係を一層強化するため， ₈ 月23，
24日に南アフリカのヨハネスブルクで開催された第15回 BRICS ＋首脳会議では，
新たに ₆ カ国（アルゼンチン，エジプト，イラン，エチオピア，サウジアラビア，
アラブ首長国連邦（UAE））の加盟を決定した。習近平は「発展途上国のグローバ
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ルガバナンスにおける代表性と発言権を高め」ることと，「真の多国間主義を堅
持し」，「安全・安定の国際環境を築かなければならない」と強調した。中ロを中
心とする枠組みに中東諸国を組み入れることで，欧米諸国との対立が鮮明となっ
た。

多国間枠組みのなかの中ロ関係
　習近平政権は対米けん制を目的にロシアとの関係を緊密化させながらも，ウク
ライナ情勢をめぐる国際社会の声にも耳を傾け，中ロ関係が国際社会から孤立し
ないよう関係を維持することを目指している。 3 月20～22日に習近平国家主席は
モスクワを訪問し，クレムリンでロシアのウラジミール・プーチン大統領と会見
した。両国は全面戦略協力パートナー関係を引き続き推進することで一致しなが
らも，ウクライナ情勢について習近平は「中国は引き続き政治解決を後押しする
ための建設的役割を果たす」と言及するのみにとどまった。習近平の訪ロ前の 2
月24日に外交部は「ウクライナ危機の政治的解決に関する中国の立場」と題する
12項目を提案していたが，そのなかでも両国の対話や交渉を促す中国の具体的な
役割について触れていない。この12項目の提案については， ₄ 月26日に行われた
習近平とウクライナのヴォロディミル・ゼレンスキー大統領との電話会談にてお
いても述べられた。ただし諸外国が期待するような「仲介者」としての中国の役
割は依然として動きがみられない。
　一方で，中ロは両国を中心とする多国間枠組みには積極的な姿勢を示している。
₄ 月13日にウズベキスタンで開催された中国，ロシア，パキスタン，イラン ₄ カ
国外相第 2 回非公式会議において中ロ外相は会見を行い，ロシアのセルゲイ・ラ
ブロフ外相は中国が推進するグローバル発展イニシアチブ，グローバル安全保障
イニシアチブ，グローバル文明イニシアチブを積極的に支持するとし，さらに

「上海協力機構（SCO），BRICS など多国間枠組みのなかで協調・協力を強化し，
世界の多極化と国際関係の民主化を推進する」と言及した。実際に， ₇ 月 ₄ 日に
オンライン方式で開催された SCO や， ₈ 月の南アでの第15回 BRICS ＋首脳会議
において，欧米諸国への対抗姿勢が強く示された。また， ₉ 月19日にはモスクワ
で中国，ロシア，モンゴル 3 カ国の安全保障問題ハイレベル代表会合が開催され
るなど，北東アジア地域における安全保障分野での連携強化も積極的に推し進め
ている。翌日には王毅中国共産党中央外事工作委員会弁公室主任とプーチンが会
見し，「双方が多国間の戦略協力を強化するよう努める」ことで合意した。
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　さらに中国は，ロシアが外交活動を積極的に展開できる場を提供している。10
月18日に北京で開催された第 3 回「一帯一路」国際協力サミットフォーラムに参
加するため，プーチンはウクライナ侵攻後初めて中国を訪れた。その前日にプー
チンは，ハンガリー，カザフスタン，タジキスタンなどの首脳らと会談している。
国際刑事裁判所から国際指名手配を受けているプーチンにとって，中国は各国の
首脳陣と対面できる重要な場となった。18日には中ロ首脳会談も行われ，中東と
ウクライナの問題が中心的に話し合われた。中国は，ロシアとの緊密な関係を過
度に強調することは避けつつも，ロシアが国際社会から孤立しないような支援を
行っている。また，10月30日にはロシアを含んだ各国の国防相が集まり安全保障
対話を行う香山フォーラムが北京で開催された。ロシアのセルゲイ・ショイグ国
防相は西側諸国への不満を表明した一方で，中国はさまざまな意見の表出を歓迎
しながらも中立的立場を強調した。ロシアを含めた大規模な会議を中国が開催す
ることで，ロシアと諸外国との対話の場を提供しつつ，国際社会における中国の
存在感を高めようとする狙いがうかがえる。

強硬化する対日姿勢
　中国の対日政策は，米国の同盟国としての日本や多国間枠組みのなかの日本を
念頭に展開された。 1 月11日に米国ワシントンで開催された日米外相および防衛
相による安全保障協議委員会（ 2 ＋ 2 ）では，両国の安全保障環境についての認識
のすり合わせを行った。共同発表のなかでは，中国について「自らの利益のため
に国際秩序を作り変えることを目指している」という点で見解が一致し，このよ
うな中国の行動は「同盟および国際社会全体にとっての深刻な懸念」であるとと
もに「最大の戦略的挑戦である」と言及された。また，中国の台湾との統一をめ
ぐる攻勢が強まるなかで，日米両国も中国への警戒を強めている。これに対し中
国の外交部報道官は，「共同声明は冷戦思考に満ち，中国を理不尽に中傷，攻撃
している」，「われわれは断固反対する」と対抗姿勢を示した。
　このような対抗姿勢は， ₅ 月19～21日に広島で開催された先進国 ₇ カ国首脳会
議（G ₇ サミット）と同時期に中国・中央アジア首脳会議を開催したことからも見
て取れる。中国・中央アジア首脳会議では，「西安宣言」を採択し，カラー革命の
策動や内政干渉に断固反対するとともに，領土保全と主権が損なわれることを許
さないと強調した。一方，日本は G ₇ サミットで中国を念頭にした安全保障分野
での連携強化を目指したことから，共同声明のなかでも中国に対する姿勢を重点
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的に示した。これに対し中国は，談話を発表し，日本側に厳正な申し入れを行った。
　さらに中国は，福島第一原子力発電所の事故によって発生した処理水の海洋放
出の是非を国際社会に訴えることで，対日圧力を強めた。日本は国際原子力機関

（IAEA）が処理水の海洋放出計画について国際安全基準に合致していると結論付
けていると主張する一方で，中国国家原子力機構の責任者は IAEA の結論には十
分な科学的根拠が欠けていると非難した。中国は，処理水の海洋放出が始まった
₈ 月24日に，日本の水産物の輸入を全面禁止すると発表した。これに対し日本の
岸田文雄首相は， ₉ 月 ₆ 日にジャカルタで開催された第26回東南アジア諸国連合

（ASEAN）＋ 3 首脳会議直前に李強国務院総理に日本の立場を直接説明したとい
う。11月16日にサンフランシスコで開催された APEC 首脳会議に合わせて行わ
れた日中首脳会談においても，日本産食品輸入規制の即時撤廃を改めて求めた。
この場では，その他にも台湾海峡の平和と安定の重要性についても話し合われた
ものの，具体的な解決策は見出されなかった。中国は日本と安定的な関係構築を
目指したい一方で，処理水の問題を外交カードとして使いながら，日本の安全保
障をめぐる対中強硬姿勢を強くけん制しているものとみられる。

ASEAN諸国への積極的な外交を展開
　中国は ASEAN 諸国との関係を強固なものにするべく積極的な姿勢を示す一方
で，ASEAN 諸国はアメリカをはじめとする欧米諸国との間でバランス外交を展
開している。 ₉ 月 ₅ ～ ₈ 日にかけて開催された第26回中国 ASEAN 首脳会議，第
26回 ASEAN＋ 3 首脳会議，第18回東アジアサミットには 3 月に国務院総理に就
任したばかりの李強が出席し，各国の首脳と会談，会見するなど華々しい外交デ
ビューとなった。李は，第26回中国 ASEAN 首脳会議において（1）経済成長セン
ターの構築，（2）新興産業分野での協力強化，（3）地域の治安や安定の維持，（4）
人文交流の拡大を提案するとともに，「ASEAN と中国の協力の成果を高く評価」
しており，今後は「ASEAN 中国運命共同体の構築を願う」と述べた。この「運
命共同体」とは，中国が標榜する国際秩序観を指す表現で，欧米諸国を中心とす
る同盟関係への批判やけん制を内包しているものである。
　一方で ASEAN 諸国は， ₈ 月28日に中国の自然資源部が公開した2023年度版の
標準中国地図に対し，強い反発を示した。標準中国地図は，中国とインドの国境
係争地であるアルナーチャル・プラデーシュ州を中国領土に組み込んだだけでな
く，南シナ海を U 字で囲っていた九段線を十段線に引き延ばし台湾の東側を組
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み入れるなど，中国の主権の主張が盛り込まれた。特に十段線内にマレーシアや
インドネシアの排他的経済水域（EEZ）と重なり合う地域が取り込まれていたこと
から，両国政府は強く反発した。マレーシアのアンワル首相は「対話と協議を通
じた平和的かつ合理的方法で管理されなければならない」と言及し，中国を批判
した。インドネシアのジョコ大統領は，議長国としての挨拶のなかで「ASEAN

はいかなる大国の代理人にもならない。ASEAN を，互いを破壊しあうライバル
関係の土俵にしてはならない」と述べ，対中けん制の姿勢を明確に示した。
　その他の国々に関しては，中国との関係を継続させながらも欧米諸国との関係
を強化する動きがみられた。中国と南シナ海の領有権を争うフィリピンは， ₄ 月
11日にアメリカと外務・防衛担当の閣僚級協議（2＋2）を開催するなど，関係強化
に努めている。 ₅ 月 1 日には，フィリピンのフェルディナンド・マルコス Jr. 大
統領がホワイトハウスでアメリカのジョー・バイデン大統領と会見し，日米比お
よび米豪比それぞれ三カ国の協力枠組みを構築することで合意した。これらは，
台湾や南シナ海周辺で軍事活動を活発化させている中国をけん制する意味合いが
ある。実際に，10月22日にフィリピン軍の輸送船と中国海警局が衝突した際には，
翌日にアメリカは声明を発表しフィリピン支持の姿勢を明確に示した。また，
フィリピン軍は11月21～23日には米軍と，11月25～27日にはオーストラリア軍と
南シナ海の合同海洋パトロールを行った。フィリピンは南シナ海問題をめぐって
米豪と急速に接近し，対中けん制の姿勢を強めている。
　ベトナムも中国に対し，日米とのバランス外交を展開した。12月12，13日に習
近平はベトナムのハノイに訪問し，グエン・フー・チョン共産党書記長らと会見
した。このような習近平の訪越は，アメリカや日本が中国との対立を背景にベト
ナムとの関係強化を図ったことへの対抗措置とみられている。中国側はベトナム
との関係をより強固にするべく中越関係を「運命共同体」と位置づけることに
拘ったようだが，ベトナム側が難色を示し，「未来を共有する共同体」という表
現にとどまったとされている。中越共同声明では，いくつかの分野における協力
の方向性は提示された一方で，具体的な取り組みについては言及されていない。
中国との経済的な繋がりを維持しつつも安全保障上は日米との連携を深化させよ
うとするベトナムの戦略がうかがえる。
　以上のように，中国は ASEAN 諸国との関係について，対米けん制を背景とし
て中国が標榜する国際秩序観の共有を目指す一方で，領海や領土といった核心的
利益に関する事柄については強硬的な姿勢を示している。 （内藤）
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2024年の課題
　国内政治では， 3 期目習近平政権の礎を盤石にするべく，今後も「トラ」たた
きが継続するだろう。過渡的な人事が行われた外交部部長についても，新しい人
材の登用が決定するかもしれない。また，2023年12月11，12日に中央経済工作会
議が開催され，内需拡大が指示されたことから，ゼロコロナ政策や米中対立を背
景に低迷した経済の立て直しに注目が集まるだろう。経済政策を担当する李強を
中心とした新陣営の真価が問われる。
　経済では，EV 等の新興産業を中心に，産業高度化が進展し続けるだろう。中
国企業の海外進出もますます活発化していくと思われる。その一方で，不動産市
場の低迷や地方財政の悪化，デフレスパイラルの発生など，マクロ経済の面では，
依然として多くの懸念材料を抱え続ける。これらの課題の解決には抜本的な構造
改革が必要だが，短期的には中国政府による力強い景気対策が実施されるかが，
局面打開のカギを握っているといえる。
　対外関係では，台湾における民進党政権の継続やアメリカの大統領選挙が控え
るなかで，先鋭化する米中関係の緩和は難しい。対米けん制を背景として，グ
ローバルサウス諸国に対するリーダーシップを発揮するべく中国は積極的な外交
を展開するだろう。2024年も中国は，ロシアのような価値を共有する国家と協力
しながら，SCO や BRICS，中国・中央アジアサミットなどの多国間枠組みで中
心的な役割を発揮することになると予想する。ただし，ASEAN 諸国の動きにみ
られるように，グローバルサウス諸国も折々の国際情勢を鑑みながら対中外交を
展開すると予想され，中国の思惑通りには進まない可能性もある。

（内藤：地域研究センター）
（丁：開発研究センター）
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1 月 5 日 ▼中国・フィリピン共同声明を発表。
6 日 ▼習近平国家主席，北京の人民大会堂

でトルクメニスタンのセルダル・バルドイム
ハメドフ大統領と会談。中国・トルクメニス
タン共同声明を発表。
9 日 ▼中国共産党中央紀律検査委員会全体

会議を開催。
20日 ▼ 2023年春節祝賀会を開催。
31日 ▼中国共産党中央政治局，新たな発展

枠組み構築を加速することについて，第20期
第 2 回集団学習を実施。
2 月 2 日 ▼秦剛外交部部長（当時），日本の林
芳正外相（当時）と電話会談。
3 日 ▼王毅中国共産党中央外事工作委員会

弁公室主任，アントニー・ブリンケン米国務
長官と電話会談。

▼米国防総省報道官，中国の偵察気球が米
国内を飛行中であると公表。
4 日 ▼中国の偵察気球を太平洋上の米国領

海内で米軍が追撃。
5 日 ▼謝鋒外交部副部長，米軍が中国の偵

察気球を追撃したことについて，駐中国米国
大使館責任者に厳重な申し入れ。
7 日 ▼新華社，中央党校が「習近平の新時

代の中国の特色ある社会主義思想」と第20回
党大会の精神を学習，貫徹する研究討論セミ
ナーを開講，習近平が重要演説実施と報道。
8 日 ▼台湾の夏立言国民党副主席一行，訪

中（～17日）。宋濤中国共産党中央台湾工作弁
公室主任や王滬寧政治局常務委員らと会見。
10日 ▼習近平，北京の釣魚台国賓館でカン

ボジアのフン・セン首相と会見。
13日 ▼中央 1 号文書「2023年郷村振興全面

推進重点取り組みに関する党中央と国務院の
意見」を発表。
14日 ▼習近平，北京の人民大会堂でイラン

のイブラヒム・ライシ大統領と会談。
16日 ▼中国共産党中央政治局常務委員会会

議を開催，最近の新型コロナウイルス感染対
策状況の報告聴取，習近平が重要演説。
21日 ▼中国共産党中央政治局会議を開催，

国家指導者の人選を検討。

▼中国共産党中央政治局で基礎研究を強化
することに関する集団学習を実施。
22日 ▼王毅，モスクワでロシアのウラジー

ミル・プーチン大統領と会見。
23日 ▼第17回日中安全保障対話を実施。

▼第13期全国人民代表大会常務委員会（全
人代常務委）第39回会議，開催（～24日）。
24日 ▼ 中国外交部，「ウクライナ危機の政

治的解決に関する中国の立場」と題する12項
目の提案を実施。
26日 ▼中国共産党第20回中央委員会第 2 回

全体会議，開催（～28日）。
3 月 1 日 ▼習近平，北京の人民大会堂でベラ
ルーシのアレクサンドル・ルカシェンコ大統
領と会談。
2 日 ▼秦剛，インドのニューデリーで開催

された主要20カ国・地域（G20）外相会合に出
席。ロシアのセルゲイ・ラブロフ外相と会見。
5 日 ▼第14期全国人民代表大会（全人代）第

1 回会議，開催（～13日）。李克強，政府活動
報告。
6 日 ▼ サウジアラビアのムサーイド・ビ

ン・ムハンマド・アル・アイバーン国務相兼
国家安全保障顧問とイランのアリ・シャムハ
ニ最高安全保障委員会書記，中国政府の仲介
のもと北京で協議（～10日）。
10日 ▼中国，サウジアラビア，イラン 3 カ

国共同声明発表。
20日 ▼習近平，モスクワを訪問（～22日）し，

クレムリンでプーチンと会見。

重要日誌 中　　国　2023年
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21日 ▼ 中ロ，「新時代全面戦略協力パート
ナー関係深化に関する両国共同声明」に署名。
23日 ▼『光明日報』元論説部副主任董郁玉，

スパイ容疑で起訴。
27日 ▼ 馬英九前台湾総統，訪中（～ ₄ 月 ₇

日）。宋濤と会見。
28日 ▼博鰲アジアフォーラム2023年年次総

会，開催（～31日）。
4 月 2 日 ▼李強，北京の中南海紫光閣で日本
の林芳正外相と会見。
6 日 ▼外交部報道官，台湾の蔡英文総統が

トランジットで訪米したことに対し談話発表。

▼習近平，北京の人民大会堂でフランスの
エマニュエル・マクロン大統領と会談。
7 日 ▼中国とフランス，共同声明を発表。

▼習近平，広東省広州市の景勝池，白山の
麓にある松園でマクロンと非公式会談。
10日 ▼第15回日中高級事務レベル海洋協議

を東京で開催。

▼習近平，広東省視察。
13日 ▼中国，ロシア，パキスタン，イラン

₄ カ国外相第 2 回非公式会議をウズベキスタ
ンで開催。中ロ外相会談を実施。
14日 ▼習近平，北京の人民大会堂でブラジ

ルのルイス・イナシオ・ルーラ・ダ・シル
ヴァ大統領と会談。
19日 ▼習近平，北京の人民大会堂でガボン

のオマール・ボンゴ・オンディンバ大統領と
会談。
21日 ▼習近平，第20期中国中央全面改革深

化第 1 回会議を主宰，重要演説。
26日 ▼第14期全人代常務委第 2 回会議，反

スパイ法の改正案可決， ₇ 月 1 日から施行。

▼習近平，ウクライナのヴォロディミル・
ゼレンスキー大統領と電話会談。
28日 ▼中国共産党中央政治局会議開催，現

在の経済情勢と経済運営について分析，検討。

5 月 9 日 ▼ 2023年対台湾工作会議，開催（～
10日）。王滬寧，出席。
10日 ▼ 習近平，河北省雄安新区視察（～12

日）。
15日 ▼習近平，北京の人民大会堂でエリト

リアのイサイアス・アフェウェルキ大統領と
会談。
17日 ▼習近平，陝西省西安でカザフスタン

のカシムジョマルト・トカエフ大統領と共同
声明に署名。
18日 ▼習近平，陝西省西安でキルギスのサ

ディル・ジャパロフ大統領と会談，新時代全
面戦略パートナー関係樹立。
19日 ▼中国・中央アジア首脳会議を陝西省

西安市で開催。
24日 ▼習近平，北京の人民大会堂でロシア

のミハイル・ミシュスチン首相と会見。
30日 ▼第20期中央国家安全委員会第 1 回会

議，開催。
6 月 1 日 ▼習近平，中国国家版本館と中国歴
史研究院で視察，調査研究。
2 日 ▼ 第10回アジア安全保障会議（シャン

グリラ・ダイアローグ）をシンガポールで開
催（～ ₄ 日）。李尚福国防部部長出席。
7 日 ▼中国，パキスタン，イラン 3 カ国局

長級対テロ安全保障協議初会合を北京で開催。
8 日 ▼習近平，内モンゴル視察。
12日 ▼ 習近平，北京の人民大会堂でホン

ジュラスのシオマラ・カストロ大統領と会談。
14日 ▼習近平，北京の人民大会堂でパレス

チナのマフムード・アッバス大統領と会見。
戦略パートナー関係樹立を宣言。
16日 ▼来訪中のマイクロソフト共同創業者

ビル・ゲイツ，習近平と面会。
19日 ▼習近平，北京の人民大会堂でブリン

ケンと会見。
28日 ▼第14期全人代常務委第 3 回会議，中
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国対外関係法可決。
30日 ▼中央政治局会議開催，雄安新区建設

支援を審議。
7 月 4 日 ▼第23回上海協力機構（SCO）首脳会
議開催。イランの加盟を正式に決定。

▼習近平，水防，災害援助の取り組みにつ
いて重要指示。
6 日 ▼ジャネット・イエレン米財務長官，

訪中（～ ₉ 日）。
7 日 ▼習近平，台湾を管轄する東部戦区を

視察。
10日 ▼習近平，北京の人民大会堂でソロモ

ン諸島のマナセ・ソガバレ首相と会見。共同
声明発表。
11日 ▼中国中央改革全面深化委員会第 2 回

会議，開催。
13日 ▼王毅，インドネシアのジャカルタで

ASEAN・日中韓外相会合に出席。
18日 ▼ 習近平，北京の人民大会堂でアル

ジェリアのアブデルマジド・テブン大統領と
会談。

▼ 李強，北京の人民大会堂でジョン・ケ
リー米大統領気候問題担当特使と会見。
20日 ▼中央財経委員会第 2 回会議，開催。
24日 ▼政治局会議開催，経済情勢と経済運

営について検討。
25日 ▼第14期全人代常務委第 ₄ 回会議，秦

剛を外交部部長から解任することを決定。後
任に王毅を任命。

▼習近平，四川省視察（～27日）。
26日 ▼ 李強，上海自由貿易試験区視察（～

27日）。
28日 ▼ 習近平，四川省成都で第31回夏季

ワールドユニバーシティゲームズの開会式に
出席。ブルンジ，ガイアナ，ジョージア，お
よびモーリタニア首脳らと会見。
31日 ▼新華社通信，習近平が王厚斌と徐西

盛をロケット軍の司令官に任命したと報道。
前任の李玉超と徐忠波は解任。
8 月 1 日 ▼台風 ₅ 号の影響で北京市や河北省
を中心に集中豪雨が発生したことに対し，習
近平，洪水対策と救援活動に関する重要指示。
4 日 ▼外交部報道官，イタリアが「一帯一

路」共同建設に関する協力文書の延長見送り
を検討していることに関し，一部勢力が妨害
していると言及。
5 日 ▼張国清国務院副総理，習近平の命を

受けて天津市に派遣。
17日 ▼習近平，政治局常務委員会会議を開

催。災害復旧の取り組みを検討。
22日 ▼習近平，南アフリカのプレトリアで

同国のシリル・ラマポーザ大統領と会談。中
国と南アフリカ共同声明発表。
23日 ▼ 第15回 BRICS＋首脳会議，南アフ

リカのヨハネスブルクで開催。
28日 ▼第14期全人代常務委第 ₅ 回会議，開

催。
29日 ▼ジーナ・レモンド米商務長官，訪中。
9 月 1 日 ▼習近平，北京の人民大会堂でベナ
ンのパトリス・タロン大統領と会談。両国の
戦略パートナー関係樹立を宣言。
5 日 ▼第26回中国 ASEAN 首脳会議，第26

回 ASEAN＋ 3 首脳会議，第18回東アジアサ
ミットをインドネシアのジャカルタで開催

（～ ₈ 日）。
6 日 ▼習近平，黒竜江省視察（～ ₈ 日）。
13日 ▼習近平，北京の人民大会堂でベネズ

エラのニコラス・マドゥロ大統領と会談。全
天候戦略パートナー関係宣言，共同声明発表。
19日 ▼中国，ロシア，モンゴルの安全保障

問題ハイレベル代表会合をモスクワで開催。
20日 ▼習近平，浙江省視察（～21日）。

▼王毅，ロシアのサンクトペテルブルクで
プーチンと会見。
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23日 ▼江蘇省杭州市で第19回アジア競技大
会，開催（～10月 ₈ 日）。
27日 ▼ WTO ルールと WTO 改革について

政治局集団学習会，実施。
10月 7 日 ▼李強，浙江省で調査研究（～ ₉ 日）。
10日 ▼習近平，江西省視察（～13日）。
16日 ▼ 李強，北京の人民大会堂でハンガ

リーのオルバン・ヴィクトル首相と会談。
「一帯一路」協力文書を調印。
17日 ▼第 3 回「一帯一路」国際協力サミッ

トフォーラムを北京で開催（～18日）。

▼習近平，北京の人民大会堂でカザフスタ
ン，インドネシア，ウズベキスタン，パプア
ニューギニア，ハンガリー，エチオピアの首
脳と会見。中国とチリは共同声明発表。
18日 ▼中ロ首脳会談を北京で実施。
19日 ▼習近平，北京の人民大会堂でエジプ

ト，パキスタン，カンボジア，タイの首脳と
会見。
20日 ▼第14期全人代常務委第 ₆ 回会議，開

催（～24日）。
22日 ▼フィリピン軍の輸送船，中国海警局

と衝突。
24日 ▼第14期全人代常務委第 ₆ 回会議，李

尚福を国防部部長および国務委員から解任，
秦剛を国務委員から解任決定。
26日 ▼李克強，上海で急死。
27日 ▼政治局会議，開催。
29日 ▼何立峰副首相，中国共産党中央財経

委員会弁公室主任に就任。
30日 ▼香山フォーラムを北京で開催。
11月 3 日 ▼習近平，北京の人民大会堂でギリ
シャのキリアコス・ミツォタキス首相と会見。
6 日 ▼何立峰副首相，中国共産党中央金融

委員会弁公室主任に就任。

▼習近平，北京の人民大会堂でオーストラ
リア，セルビア，キューバの首脳らと会見。

7 日 ▼中国中央全面改革深化委員会第 3 回
会議，開催。
10日 ▼習近平，北京と河北の洪水被災地の

復旧状況を視察。
15日 ▼サンフランシスコで米中首脳会談，

開催。
16日 ▼ APEC 首脳会談をサンフランシス

コで開催。日中首脳会談を実施。
20日 ▼中央金融委員会，開催。
22日 ▼習近平，北京の人民大会堂でウルグ

アイのルイス・ラカジェポー大統領と会談。
27日 ▼中央政治局会議，開催。
29日 ▼習近平，武装警察部隊海警部隊海警

総隊東海海区指導部を視察。
12月 4 日 ▼習近平，北京の釣魚台国賓館でル
カシェンコと会見。
6 日 ▼中央経済工作会議を開催（～12日）。
7 日 ▼習近平，北京の釣魚台国賓館でシャ

ルル・ミシェル欧州理事会議長およびウァズ
ラ・フォン・デア・ライエン欧州委員会委員
長と会見。
8 日 ▼中央政治局会議，開催。2024年の経

済運営について分析，検討。中央紀律検査委
員会，国家監察委員会の活動聴取。
12日 ▼ 習近平，ベトナムのハノイでグエ

ン・フー・チョン共産党書記長らと会見（～
13日）。
14日 ▼習近平，広西チワン族自治区を視察

（～15日）。
18日 ▼甘粛省で地震発生。習近平，生存者

捜索救助を指示。
19日 ▼中央農村工作会議，開催（～20日）。
23日 ▼李強，甘粛省，青海省の震災地訪問。
25日 ▼第14期全人代常務委第 ₇ 回会議，開

催（～29日）。李玉超を含む ₉ 人の軍幹部を全
人代代表から解任決定（29日）。
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　 1 　国家機構図（2023年12月末現在）

　 2 　中国共産党・国家指導者名簿
（2023年末現在）

1 ．中国共産党
（1）第20期中央委員会
総書記 習近平
中央政治局常務委員会委員
 習近平　李　強　趙楽際
 王滬寧　蔡　奇　丁薛祥
 李　希　　　　　　　　
中央政治局委員
 丁薛祥　習近平　馬興瑞
 王　毅　王滬寧　尹　力
 石泰峰　劉国中　李　希

 李　強　李干傑　李書磊
 李鴻忠　何衛東　何立峰
 張又侠　張国清　陳文清
 陳吉寧　陳敏爾　趙楽際
 袁家軍　黄坤明　蔡　奇
中央書記処書記
 蔡　奇　石泰峰　李干傑
 李書磊　陳文清　劉全国
 王小洪　　　　　　　　

（ 2 ）中央紀律検査委員会
書記 李　希
副書記 劉金国　張昇民　肖　培
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 喩紅秋　博　奎　孫新陽
 劉学新　張福海　　　　

（3）中央軍事委員会
主席 習近平
副主席 張又侠　何衛生
委員 李尚福　劉降立　苗　華
 張昇民　　　　　　　　

（4）中央直属機関
中央弁公庁主任 丁薛祥
中央組織部長 李幹傑
中央宣伝部長 李書磊
中央統一戦線工作部長 石泰峰
中央対外連絡部長 劉建超

2 ．国家最高機関
国家主席 習近平
国家副主席 韓　正
全国人民代表大会常務委員会委員長 趙楽際
中国人民政治協商会議主席 王滬寧
国務院総理 李　強
国家中央軍事委員会主席 習近平
最高人民法院院長 張　軍
最高人民検察院検察長 応　勇
国家監察委員会主任 劉金国

3 ．人民解放軍
連合参謀部参謀長 劉降立
陸軍司令員 李橋銘
海軍司令員 胡中明
空軍司令員 常丁求
ロケット軍司令員 王厚斌
戦略支援部隊司令員 李　偉
弁公庁主任 鐘紹軍
政治工作部主任 苗　華
後勤保障部長 高　津

装備発展部長 許学強
訓練管理部長 黎火輝
国防動員部長 劉発慶

4 ．国務院
総理 李　強
副総理 丁薛祥　何立峰　張国清
 劉国中　　　　　　　　
国務委員 李尚福　王小洪　呉政隆
 諶貽琴　秦　剛　　　　
外交部長 王　毅
国防部長 董　軍
国家発展改革委員会主任 鄭棚潔
教育部長 懐進鵬
科学技術部長 王志剛
工業・情報化部長 金壮竜
国家民族事務委員会主任 潘　岳
公安部長 王小洪
国家安全部長 陳一新
民政部長 唐登傑
司法部長 賀　栄
財政部長 劉　昆
人力資源・社会保障部長 王暁萍
自然資源部長 王広華
生態環境部長 黄潤秋
住宅都市農村建設部長 倪　虹
交通運輸部長 李小鵬
水利部長 李国英
農業農村部長 唐仁健
商務部長 王文涛
文化・観光部長 胡和平
国家衛生健康委員会主任 馬暁偉
退役軍人事務部長 裴金佳
応急管理部長 王祥喜
中国人民銀行長 易　綱
審計（会計検査）署審計長 候　凱
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　 3 　各省，自治区，直轄市首脳名簿（2023年末現在）
省

自治区
直轄市

党委員会
書記

省長
主席
市長

人代常務
委員会主

任

省
自治区
直轄市

党委員会
書記

省長
主席
市長

人代常務
委員会主

任
北　京 尹　力 殷勇 李　秀 湖　北 王蒙徽 王忠林 王蒙徽
天　津 陳敏尓 張工 喩雲林 湖　南 沈暁明 毛偉明 沈暁明
河　北 倪岳峰 王正譜 倪岳峰 広　東 黄坤明 王偉中 黄楚平
山　西 唐登傑 金湘軍 唐登傑 広　西 劉　寧 藍天立 劉　寧

内モンゴル 孫紹騁 王莉霞 孫紹騁 海　南 馮　飛 劉小明 馮　飛
遼　寧 郝　鵬 李楽成 郝　鵬 重　慶 袁家軍 胡衡華 王　烔
吉　林 景俊海 胡玉亭 景俊海 四　川 王暁暉 黄　強 王暁暉
黒龍江 許　勤 梁惠玲 許　勤 貴　州 徐　麟 李炳軍 徐　麟
上　海 陳吉宇 龔　正 黄　莉 雲　南 王　寧 王予波 王　寧
江　蘇 信長星 許昆林 信長星 チベット 王君正 厳金海 洛桑江村
浙　江 易煉紅 王　浩 易煉紅 陜　西 趙一徳 趙　剛 趙一徳
安　徽 韓　俊 王清憲 韓　俊 甘　粛 胡昌昇 任振鶴 胡昌昇
福　建 周祖翼 趙　竜 周祖翼 青　海 陳　剛 吴暁軍 陳　剛
江　西 尹　弘 葉建春 尹　弘 寧　夏 梁言順 張雨浦 梁言順
山　東 林　武 周乃翔 林　武 新　疆 馬興瑞 艾爾肯・吐尼亜孜 祖木熱堤・吾布力
河　南 楼陽生 王　凱 楼陽生
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主要統計 中　　国　2023年

　 1　基礎統計
2017 2018 2019 2020 2021 2022 20231）

人 口（万人，年末値） 140,011 140,541 141,008 141,212 141,260 141,175 140,967 
就 業 人 口（万人） 76,058 75,782 75,447 75,064 74,652 73,351 74,041 

消 費 者 物 価 上 昇 率（％） 1.6 2.1 2.9 2.5 0.9 2.0 0.2 
都 市 部 失 業 率2）（％） 3.90 3.80 3.62 4.24 3.96 5.60 5.20 
為替レート（ 1 ドル＝元，平均） 6.752 6.617 6.899 6.898 6.452 6.726 7.047 
（注）　 1 ）2023年のデータはすべて速報値。 2 ）2017～2021年は，各地の就業サービス機関に失業登録

を行った人数に基づく数値。2022，2023年は，都市部の年間平均調査失業率。
（出所）　『中国統計年鑑 』（各年），国家統計局「中華人民共和国国民経済和社会発展統計公報」（2022，2023

年），為替レートは中国外貨取引センターウェブサイト（https://www.chinamoney.com.cn/chinese/bkccpr）。

2 　国内総支出（名目価格） （単位：億元）
2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

最 終 消 費 456,518 506,135 552,632 560,811 619,688 641,633 -
民 間 消 費 320,690 354,124 387,188 387,186 438,015 447,910 -
政 府 消 費 135,829 152,011 165,444 173,625 181,673 193,723 -

総 資 本 形 成 額 357,886 402,585 426,679 439,550 495,784 523,890 -
総 固 定 資 本 形 成 348,300 393,848 422,451 430,625 482,119 507,958 -
在 庫 変 動 9,586 8,737 4,227 8,925 13,665 15,933 -

財・サービス純輸出額 14,578 7,054 11,398 25,267 29,810 39,494 -
輸 出 163,847 175,694 182,470 187,926 229,166 250,413 -
輸 入 149,268 168,640 171,072 162,659 199,355 210,920 -

国 内 総 支 出 額 828,983 915,774 990,708 1,025,628 1,145,283 1,205,017 -
（出所）　『中国統計年鑑2023』。

3 　産業別国内総生産（名目価格） （単位：億元）	
2017 2018 2019 2020 2021 2022 20231）

第 一 次 産 業 62,100 64,745 70,474 78,031 83,217 88,345 89,755 
第 二 次 産 業 331,581 364,835 380,671 383,562 451,544 483,165 482,589 
第 三 次 産 業 438,356 489,701 535,371 551,974 614,476 638,698 688,238 
国 内 総 生 産（GDP） 832,036 919,281 986,515 1,013,567 1,149,237 1,210,207 1,260,582 
国 民 総 所 得（GNI） 830,946 915,244 983,751 1,005,451 1,141,231 1,197,250 1,251,297 
食 料 生 産 量（万トン） 66,161 65,789 66,384 66,949 68,285 68,653 69,541 
1 人当たりＧＤＰ（元） 59,592 65,534 70,078 71,828 81,370 85,698 89,358 
（注）　 1 ）2023年のデータはすべて速報値。
（出所）　表 1 に同じ。

4 　産業別国内総生産成長率（実質価格） （％）
2017 2018 2019 2020 2021 2022 20231）

第 一 次 産 業 4.0 3.5 3.1 3.1 7.1 4.1 4.1 
第 二 次 産 業 5.9 5.8 4.9 2.5 8.7 3.8 4.7 
第 三 次 産 業 8.3 8.0 7.2 1.9 8.5 2.3 5.8 
国 内 総 生 産（GDP） 6.9 6.7 6.0 2.2 8.4 3.0 5.2 
国 民 総 所 得（GNI） 7.3 6.4 6.1 1.7 8.6 2.6 5.6 
1 人 当 た り Ｇ Ｄ Ｐ 6.3 6.3 5.6 2.0 8.4 3.0 5.4 
（注）　 1 ）2023年のデータはすべて速報値。
（出所）　表 1 に同じ。
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5 　国・地域別貿易 （単位：億ドル）
2021 2022 2023

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
E U 5,182.5 3,098.7 5,619.7 2,853.6 5,012.3 2,817.5 

ド イ ツ 1,151.9 1,199.3 1,162.3 1,114.0 1,005.7 1,062.1 
ア メ リ カ 5,761.1 1,795.3 5,817.8 1,776.4 5,002.9 1,641.6 
日 本 1,658.5 2,055.5 1,729.3 1,845.0 1,575.2 1,604.8 
香 港 3,506.2 97.0 2,975.4 78.5 2,745.5 136.7 
A S E A N 4,836.9 3,945.1 5,672.9 4,080.5 5,236.7 3,880.4 
韓 国 1,488.6 2,134.9 1,626.2 1,996.7 1,489.9 1,617.5 
台 湾 783.6 2,499.8 815.9 2,380.9 684.9 1,993.5 
そ の 他 10,422.0 11,249.0 11,678.9 12,148.4 12,052.8 11,876.0 
合 計 33,639.6 26,875.3 35,936.0 27,160.0 33,800.2 25,568.0 
（出所）　海関（税関）総署『12月輸出入商品主要国別（地域）総額表』（各年），海関総署ウェブサイト

（http://www.customs.gov.cn）。
6 　国際収支 （単位：億ドル）

2020 2021 2022
経 常 収 支 2,739.8 3,173.0 4,018.6 

貿 易 収 支 5,150.0 5,627.2 6,686.3 
輸 出 24,971.6 32,158.6 33,468.8 
輸 入 19,821.6 26,531.3 26,782.4 

サ ー ビ ス 収 支 -1,453.3 -999.2 -923.0 
第 一 次 所 得 収 支 -1,051.7 -1,620.3 -1,936.1 
第 二 次 所 得 収 支 94.8 165.2 191.3 

資 本 ・ 金 融 収 支 -1,058.4 -1,499.0 -3,113.0 
資 本 収 支 -0.8 0.9 -3.1 
金 融 収 支 -1,057.7 -1,499.9 -3,109.9 

直 接 投 資 1,025.5 2,059.4 304.7 
流 入 -1,099.2 -1,280.4 -1,496.9 
流 出 2,124.8 3,339.8 1,801.7 

証 券 投 資 873.3 509.6 -2,811.1 
資 産 -1,673.3 -1,259.2 -1,731.9 
負 債 2,546.6 1,768.8 -1,079.2 

そ の 他 投 資1） -2,562.3 -2,297.6 454.2 
資 産 -3,141.7 -3,873.3 1,386.1 
負 債 579.3 1,575.7 -931.9 

誤 差 脱 漏 -1,681.4 -1,674.0 -905.6 
準 備 資 産 -280.1 -1,882.3 -999.6 
（注）　IMF 国際収支マニュアル第 ₆ 版に基づく。ただし，金融収支の符号については（－）は資本流出，

（＋）は資本流入を意味する。 1 ）その他投資には，金融デリバティブを含まない。
（出所）　『中国統計年鑑』（各年版）。
7 　国家財政 （単位：億元）

2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023
財 政 収 入 172,593 183,360 190,390 182,914 202,555 203,649 216,784 
財 政 支 出 203,085 220,904 238,858 245,679 245,673 260,552 274,574 
財 政 収 支 -30,492 -37,544 -48,468 -62,765 -43,118 -56,903 -57,790 
中 央 債 務 残 高 134,770 149,607 168,038 208,906 232,697 258,693 -

国 内 債 務 133,447 148,209 166,032 206,290 229,644 255,592 -
国 外 債 務 1,323 1,399 2,006 2,616 3,054 3,101 -

（出所）　『中国統計年鑑 2023』，中国財政部「2023年財政収支情況」。


